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夏季休暇に有休を 
充ててよいか



はじめに 
まもなく夏季休暇を与える時期になります。業種による違
いはありますが、8月のお盆時期などにまとめて休暇を取
ることが一般的でしょう。一方で、法律通り有給休暇を付
与できていない企業実態もあるかもしれません。この二つ
の事柄を組み合わせて、夏季休暇の日数分「有給休暇を消
化させる」ことが法律的に可能でしょうか。以下有給休暇
の計画的付与のルールについて説明します。 

夏季休暇と有休の違い 
まずは、夏季休暇と有休の原則、並びに両者の違いを説明
します。夏季休暇が定めてあるとき、それは一般的には会
社が法定休日とは別に指定する休日であり、「働かなくて
よいと会社が決めた日」という位置づけになります。 

一方、有給休暇は、労働者からの申請によって発生するも
ので、労働者が自ら、会社が定める休日・法定休日以外で
指定して取得するものです。言い換えると、有給休暇取得
日とは「本来は働く日だが、申請により働かなくてよい日」
となります。 

有給休暇は労働者のリフレッシュのために設けられてい
るものであり、会社が一方的に「この日に有給休暇を取得
しなさい」と命ずることはできません。労働者は、自分の
好きなときに有給休暇を取る権利＝「時季指定権」をもっ
ているとされています。 

年次有給休暇の計画的付与の概要
しかし、それぞれの会社の事情により、有給休暇を取りや
すい時期と取りにくい（忙しい）時期があります。そのた
め、会社と労働者が協定を結ぶことで、有給をあらかじめ
決めた時期に指定することができます。これを『年次有給
休暇の計画的付与制度』といいます。この仕組みを使えば、
夏季休暇時期に有給休暇をまとめて取得させることがで
きます。 

労使協定の締結
実際に計画的付与を行う際、従業員の過半数で組織する労
働組合または労働者の過半数を代表する者との間で、書面
による協定を締結します。（なお、この労使協定は所轄の
労働基準監督署に届け出る必要はありません。）労使協定
で定める項目は次のとおりです。 

① 計画的付与の対象者(あるいは対象から除く者) 
② 対象となる年次有給休暇の日数
③ 計画的付与の具体的な方法 
④ 対象となる年次有給休暇を持たない者の扱い
⑤ 計画的付与日の変更

ただし、労働者が自由に取得できる有給休暇を最低でも5
日は残しておかなければなりません。 

夏季休暇を有休取得と 
取り扱うことの注意点

従来会社の「所定休日」として夏季休暇を与えていたもの
を廃止し、年間休日数は変わらないものの、厳密には「所
定の休日が減った」ことになり、労働条件が不利益に変更
したことになります。しっかりと労働者の合意を取り、後
のトラブルにならないように気を付けて導入しなければ
なりません。 

有給休暇の計画的付与の制度導入については、当事務所ま
でご相談下さい。 

夏季休暇に有休を 
充ててよいか

夏季休暇の時期が近づいてきました。有給休
暇を会社で決めた長期休暇に充ててもよいで
しょうか。 



はじめに 
マイナンバー制度が運用開始されしばらく経ちましたが、
付随して社会保険未適用法人等に対する適用調査が広く
行われています。

法律的に加入義務があるのに加入していない企業に宛て
て調査用紙が送付されたり、年金事務所の訪問などが行わ
れたりしています。 

その他、加入している企業に対しても、算定基礎届提出時
期など定期的に調査が行われます。社会保険調査があった
場合、どのようなことを調べられるかについて解説します。 

基本的な調査内容
年金事務所の調査において調べる事項は、シンプルに言う
と①社会保険に入らなければならないのに加入していな
い企業・人はいないか、②社会保険に加入している情報に
ウソや間違いはないか、の二つです。 

加入すべき会社と人 
法人企業は人数に関わらず社会保険の強制適用事業所と
なります。また、個人事業であっても一部の業種を除き5
名以上社会保険加入対象者がいる場合は強制適用となり
ます。 

現在は税申告情報や登記情報をもとに社会保険未加入事
業所をリストアップし、加入調査を進めているようです。 

社会保険は全ての従業員が加入対象となるわけではなく、
いわゆる正社員、および正社員と比べて労働時間が4分の

3※以上の非正規社員（パート・アルバイトや契約社員な
ど）が原則として対象となります。 
※今年の10月から、一定の規模以上の企業については基準が2分の1

に変わります。 

また、すでに社会保険に加入している企業に対しても、定
期的に加入漏れなどがないかを確認する調査の対象にな
ることがあります。 

加入情報のウソや間違いとは
加入情報のウソや間違いの調査とは、具体的には以下のよ
うなことを調べます。 

 本来もらっている報酬と届出上の報酬に差がないか 
 算入すべき報酬の参入漏れがないか
 賞与の届出漏れがないか
 加入すべき労働時間なのに未加入状態の人がいないか 

社会保険料は届出した報酬（標準報酬月額といいます）に
比例するので、社会保険料を抑える目的で不正に報酬を低
く届出したり、賞与の支給があったのに届出を忘れたりと
いったことがないかを調べます。 

調査の際、源泉所得税の納付書上の給与支払い対象者人数
と社会保険被保険者数を比較するなどのチェックが行わ
れることもあります。 

社会保険調査の連絡が来たら
社会保険調査に関する連絡は通常書面で会社に届きます。
調査連絡を無視してしまうと、最悪の場合2年間さかのぼ
って社会保険料を徴収される場合もあります。

調査連絡がきたら決して無視せず、当事務所までご連絡く
ださい。 

年金事務所の
調査対策マニュアル

マイナンバーをきっかけに社会保険未加入法
人等に対する適用調査が広く行われていま
す。社会保険調査依頼があった時の対応策に
ついて説明します。 



労務管理や助成金などのご相談がござい
ましたら、お気軽に当事務所までお問い合
わせください。 

当事務所へのお問い合わせについて

今回の労務の達人はいかがでしたか？
次回も充実した内容でお届けしていきますので、よろしくお願いいたします。 

なお、今回の内容に関して、ご不明点やご依頼などございましたら、お気軽にお問い合わせください。

社会保険労務士法人 未来経営 

代表 高山 正 

所在地 〒390-0874 
長野県松本市大手4-6-4 

営業時間 平日8:30～17:30 

電話 0263-32-2002 

FAX 0263-32-7684 

メール info-sr@mirai-keiei.net 

スタッフよりあいさつ 
こんにちは、未来経営の奥原です。

この春、息子が中学生になり、バドミントン部に入部しました。そのおかげで、

シングルスとダブルスのインコートエリアの違いから始まり、球種の違い、団

体戦と個人戦のゲームの進め方、トーナメント表の読み方、応援時の通な掛け

声のかけ方など、様々なお作法を覚え、ようやく私もバドミントン部の保護者

として形になってきました。

このようなことでもなければ、興味を持つことのなかったバドミントンで

すが、リオ五輪で奥原希望選手を応援するのを、今からとても楽しみにしてい

ます。

当事務所からの 

お知らせ 



社会保険調査が当たった時に問題がないか確認してみましょう。 
以下のチェック項目にお答えいただき、FAXまたはメールにてご返送いただけますと、具体的なフィードバックをいた
します。 

チェック項目  
No チェック項目 YES NO 

１ 法人事業所である □ □ 

2 （Q1でNoの場合）個人事業で従業員数が5人以上である □ □ 

3 業種をお答えください      （                      ） ― ― 

4 正社員は何人いますか？                   （      ）人 ― ― 

5 パートは何人いますか？                   （      ）人 ― ― 

6 （Q5が1人以上の場合）パートの労働時間は月間130時間を超えている □ □ 

7 契約社員は何人いますか？                  （      ）人 ― ― 

8 （Q7が1人以上の場合）契約社員の契約期間は2ヶ月を超えている □ □ 

9 算定基礎届の提出時、基本給以外の手当も合算して報酬の届出をしている □ □ 

10 賞与を支給している場合、賞与支払い届を届出している □ □ 

11 通勤手当を定期券でまとめて現物支給している □ □ 

12 年4回以上支給する臨時的な報酬がある □ □ 

FAXのご返送は 0263-32-7684 まで
貴社名 ご担当者名
ご住所 E-mail
TEL  ご要望を 

お書きくださいFAX

社会保険調査対応チェックシート 

2016年版チェックシート


